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         令和７年度 

 

国立市後期高齢者医療特別会計予算  

 

令和７年度国立市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,237,371千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 

 

 

 

 

 

      令和７年２月２１日提出 

 

                       東 京 都 国 立 市 長                    濵 﨑  真  也 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　１　表 歳 入 歳 出 予 算
歳　入

千円

款 項 金　　額

524(　　　)

 1. 後期高齢者医療保険料 1,186,760

 1. 後期高齢者医療保険料 1,186,760

 2. 繰入金 1,019,118

 1. 一般会計繰入金 1,019,118

 3. 繰越金 1

 1. 繰越金 1

 4. 諸収入 25,225

 1. 延滞金、加算金及び過料 2

 2. 償還金及び還付加算金 1

 3. 受託事業収入 25,220

 4. 雑入 2

 6. 広域連合支出金 6,267

 1. 広域連合補助金 6,267

歳 入 合 計 2,237,371



歳　出

千円

款 項 金　　額

525(　　　)

 1. 総務費 74,884

 1. 総務管理費 68,081

 2. 徴収費 6,803

 2. 保険給付費 25,220

 1. 葬祭費 25,220

 3. 広域連合納付金 2,052,647

 1. 広域連合納付金 2,052,647

 4. 保健事業費 80,618

 1. 保健事業費 80,618

 5. 諸支出金 3,502

 1. 償還金及び還付金 3,501

 2. 繰出金 1

 6. 予備費 500

 1. 予備費 500

歳 出 合 計 2,237,371
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説 明 書 
 



Ⅰ ． 歳 入 歳 出 予 算 款 別 比 較 表

歳  　入

528(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 後期高齢者医療保険料 1,186,760 1,153,304 33,456 53.04 52.83

  2. 繰入金 1,019,118 997,823 21,295 45.55 45.70

  3. 繰越金 1 1 0 0.00 0.00

  4. 諸収入 25,225 25,865 △640 1.13 1.18

  6. 広域連合支出金 6,267 6,225 42 0.28 0.29

歳 入 合 計 2,237,371 2,183,218 54,153 100.00 100.00

※構成比は四捨五入しているため、100%にならないことがあります。



歳  　出

529(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 総務費 74,884 61,473 13,411 3.35 2.82

  2. 保険給付費 25,220 25,860 △640 1.13 1.18

  3. 広域連合納付金 2,052,647 2,012,218 40,429 91.74 92.17

  4. 保健事業費 80,618 79,665 953 3.60 3.65

  5. 諸支出金 3,502 3,502 0 0.16 0.16

  6. 予備費 500 500 0 0.02 0.02

歳 出 合 計 2,237,371 2,183,218 54,153 100.00 100.00











































Ⅲ ． 給 与 費 明 細 書

期 末 手 当

報　　　  酬 給　　　  料 （千円） そ の 他 の 計

年間支給率 手　　    当

（人） （千円） （千円） 　 （月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

その他の

特 別 職

度

前

その他の

特 別 職

度

比

その他の

較 特 別 職

計

議　　　員

長　　　等

計

年

議　　　員

長　　　等

計

年

議　　　員

　１． 特　別　職

区　　　　　　分

職　員　数

給　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　　計

備　　　　　考

長　　　等

２ ． 一  般  職

（１）  総      括

職 員 手 当

の 内 訳

0△ 83 262180 △ 60

2,583

910

比　　　較 30 △ 10

10,781

970

（千円）

特殊勤務手当

（千円）

退 職 手 当

（千円）

児 童 手 当

（千円）

120

120

（千円）

時間外勤務手当

（千円）

期 末 手 当

383 10,519

3002,573 180

（千円）

住 居 手 当

（千円）

扶 養 手 当

前　年　度 420

450本　年　度

地 域 手 当

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

本　年　度 9,709 15,626 15,314 40,6498

（千円） （千円） （千円） （千円）

8

0

区　　　分

前　年　度 8,641 16,800 14,995 40,436

比　　　較

管理職手当

△ 1,174 3191,068 △ 594

5,885

△ 381

5,291 45,940

通 勤 手 当

213

共　済　費

（千円）

合　　計

（千円）

管理職員
特別勤務手当
　　　　　　（千円）

46,321

（千円） （千円）

備　　　　考
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　ア　　会計年度任用職員以外の職員

　イ　　会計年度任用職員

区　　　分
職　員　数

（人）

共　済　費 合　　計

（千円）

180△ 10

2,583

1802,573

（千円）（千円）

住 居 手 当地 域 手 当

5,291 33,120

△ 1,895

区　　　分
扶 養 手 当

本　年　度

給　　　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

5,885 35,015

備　　　　考

本　年　度 15,626 12,203 27,829

4

4

0

退 職 手 当 児 童 手 当管理職手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 通 勤 手 当 期 末 手 当

比　　　較 △ 1,174 △ 127 △ 1,301 △ 594

前　年　度 16,800 12,330 29,130

管理職員
特別勤務手当
　　　　　（千円）（千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

450 120910

前　年　度 420 120383

300 7,670

7,854970

区　　　分
職　員　数

（人）

合　　計
備　　　　考報　　　酬 職員手当

△ 60 △ 83 △ 184

（千円）

比　　　較 30 0

計

（千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

11,306 11,306

1,514 1,514

本　年　度 9,709 3,111 12,820 12,820

0

職 員 手 当

の 内 訳

職 員 手 当

の 内 訳

本　年　度 3,111

（千円）

備考　この表は、報酬をもって支弁される会計年度任用職員で、予算の積算の基礎となったものについて記載

446

備考　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で、予算の積算の基礎となったものについて記載

比　　　較

2,665前　年　度

区　　　分

比　　　較 1,068 446

期 末 手 当

前　年　度 8,641 2,665

4

4
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

（千円）

給　　　　 料 △ 1,174

職 員 手 当 319

　（３） 職員（会計年度任用職員を除く。）の給料及び職員手当の状況

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

高　　校　　卒 188,000

高　　校　　卒 160,100

区　　　分
増　減　事　由　別　内　訳

（千円）

普通昇給に伴う増加分 40

給与改定に伴う増減分 347

その他の増減分 △ 1,561

671制度改正に伴う増減分

その他の増減分 △ 352

　　　　ア．職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

　　　　イ．初任給

区　　　分 一　般　行　政　職　（円）技　能　労　務　職　（円）

令和7年1月1日現在
大　　学　　卒 225,500

令和6年1月1日現在
大　　学　　卒 196,200
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昇給期

　 １０ 月 3 人

　　　職員数の異動状況

本　年　度 4 人

千円 前　年　度 4 人

増　　　 減 0 人

千円

千円

千円

324,750

400,308

45

349,100

436,671

50

総合職 230,000

一般職 220,000

総合職 200,700

一般職 196,200

期末勤勉手当支給月数改正分

　職員構成等の変動分

△ 352

444

地域手当支給割合改正分

227

説　　　　明 備　　　　考

職員構成等の変動分

△ 1,561

　　　平均昇給率　　0.50％

職　員　数

国　　　の　　　制　　　度

一　般　行　政　職　（円） 技　能　労　務　職　（円）

188,000

166,600

一　 般　 行　 政　 職 技　 能　 労　 務　 職
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ウ．級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

６　　級 ６　　級

５　　級 ５　　級

４　　級 ４　　級

３　　級 1 25.0 ３　　級

２　　級 ２　　級

１　　級 3 75.0 １　　級

計 4 100.0 計

６　　級 ６　　級

５　　級 ５　　級

４　　級 ４　　級

３　　級 1 25.0 ３　　級

２　　級 1 25.0 ２　　級

１　　級 2 50.0 １　　級

計 4 100.0 計

※構成比は四捨五入しているため、100％とならないことがあります。

　　　　　（級別の標準的な職務内容）

６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

部　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事

係　長 主　任 主　事

技　能　労　務　職

令 和 7 年 1 月 1 日 現 在

区　　分
一　般　行　政　職

技能労務職

区　　分

一般行政職

令 和 6 年 1 月 1 日 現 在
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6　月（月分） 12　月　（月分） 3　月　（月分）

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　　　　　 分 国の制度との異同

配偶者（管理職） 0円 配偶者（管理職） 0円

配偶者（一般職） 3,000円 配偶者（一般職） 3,000円

（市） 子 11,500円 （国） 子 11,500円

その他（管理職） 3,000円 その他（管理職） 3,500円

その他（一般職） 6,000円 その他（一般職） 6,500円

（市） 借 家 ・ 借 間 15,000円 （国） 借 家 ・ 借 間 28,000円 （ 限 度 ）

          エ．期末手当・勤勉手当

          オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国 の 制 度 2.30

区　　　　　　分

23.00 30.50

本   年   度

前   年   度

区　　分

2.25

43.00 43.00

支 給 対 象 職 員 数 （人） 4

          カ．地域手当

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （％）

24.586875 33.27075 47.709

国　　立　　市　　全　　地　　域

16

47.709

支  給  率  等

国  の  制  度
（支給率等）

有

有

退職時特別昇給 備　　　　　　考その他の加算措置

4.65

4.602.30

0.25

備　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支　給　期　別　支　給　率
支給率計（月分）

2.25 2.35 0.25 4.85

2.15

通　勤　手　当 （国）異　　 な　　 る （市） 　 150,000円 （ 限 度 ）（ 限 度 ）　 55,000円

異　　 な　　 る

国 の 制 度 （支給率） （％） 15

扶　養　手　当 異　　 な　　 る

※35歳未満の職員のみ支給

差 異 の 内 容

(満16歳から満22歳までの子 4,000円加算) (満16歳から満22歳までの子 5,000円加算)

          キ．その他の手当

住　居　手　当

定年前早期退職

特例措置

定年前早期退職

特例措置

(2％～45％加算）

(2％～20％加算）

（   555   ）


